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近年，定量的空間経済学 (Quantitative Spatial Economics, QSE) と呼ばれる分野において，現実の立地空
間・交通網を対象とした経済集積現象の計量分析を目的とした分析枠組に関する研究が蓄積されている．しか
し，それらの研究で構築されたモデルには，単一産業しか存在しない上，ストロー現象を表現できないという重
要な課題が残されている．そこで，本研究では，これらの課題解決を目的に，複数種類の産業が存在するQSEモ
デルを構築することを目的とする．そのために，Helpman 1) を複数種類の産業が存在する枠組に拡張する．そ
して，その均衡条件の性質を確認し，ストロー現象などの重要な経済集積現象を説明できるか否かを検証する．
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1. はじめに

空間経済学分野では，経済活動の空間的な集積が生
じるメカニズムを一般均衡の枠組で説明する理論が長
年に渡り蓄積されてきた．近年では，詳細な経済・交通
データが利用可能になったこと，および計算機能力の向
上を背景に，定量的空間経済学 (Quantitative Spatial

Economics, QSE) と呼ばれる分野の研究が急速に発展
している2)．QSEは，空間経済理論に基づく数理モデ
ルとデータを統合することで，現実の立地空間・交通
網を対象とした経済集積現象の計量分析を行うことを
目指している．それゆえ，その研究成果は，多様な政
策の長期的効果 (e.g., 人口分布，産業集積構造の変化
による経済効果) の予測・評価の基盤となりうるもので
ある．
このQSEに基づく計量分析の結果は，採用するモデ

ルの特性に決定的に依存する (Akamatsu et al. 3), 高
山・杉山 4))．それにもかかわらず，QSEで用いられる
空間経済モデルには以下に示す限界がある:

• 単一種類の産業しか存在せず，産業連関構造を表
現できない (i.e., 膨大に研究が蓄積されている空間
応用一般均衡 [Spatial Computable General Equi-

librium, SCGE] モデルと分析枠組が整合しない)

• パラメータ設定のいかんによらず，都市間輸送アク
セス改善は必ず集積を崩壊させる (i.e., “ストロー
現象”，“東京一極集中の進展” などの現象を表現
できない)

これらの限界は，現実的な政策効果分析への応用を妨
げる重要な問題である．

本研究では，上述した課題を解決するために，
Helpman 1)を拡張し，産業連関構造を含むQSEモデル
を構築する．そして，構築したモデルによるストロー
現象を説明できるか否かを確認する．なお，Akamatsu

et al. 5), 高山ら 6) において，単一産業から複数種類の
産業が存在する枠組にモデルを拡張することにより，ス
トロー現象と整合した経済集積パターンがみられるよ
うになることが示されている．そこで，本研究は，こ
の性質に基づいた理論的枠組の拡張とともに，その均
衡状態の性質を解明するための分析を実施する．

2. モデル

(1) 地域・経済環境の設定
離散的な A箇所の地域が存在する経済システムを考
える1．地域の集合を A ≡ {1, 2, · · · , A} で表現する．
各地域にはHa単位の土地が存在する．この経済には，
I 種類の産業が存在する．各々の産業は独占競争的で
あり，各産業の企業は，収穫逓増の技術により，労働・
中間財を生産要素として，差別化された財を生産する．
以降では，産業 i ∈ I ≡ {1, 2, · · · , I} の企業が生産す
る財を “財 i” と表す．本モデルでは，規模の経済，消
費者の多様性選好，ならびに供給できる財の種類 (バラ
エティ)に制限がないことから，どの企業も必ず他企業
とは異なる種類の財を生産する．そのため，地域 aで
生産を行う企業の数は，供給される財 iの種類数 niaに
等しい．また，この財 iは，地域間輸送ネットワークに

1 本稿で構築する SCGE モデルは，一国内に存在する複数の地
域を対象としており，国外への輸出入は無視している．
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より任意の地域に供給でき，その際の輸送費用は氷塊
費用の形をとる．
消費者は，地域全体に固定的に N 存在し，居住する

地域 a ∈ Aを選択することができる．また，各消費者
は 1単位の労働を所有しており，それを非弾力的に供
給する．労働は自地域のみにしか供給できない2と仮定
する．

(2) 消費者行動
本稿では，産業 i ∈ I に従事する消費者を “消費者 i”

と表す．すべての消費者は，土地・財 j ∈ I に対して同
一の選好を有すると仮定する．また，地域 a ∈ Aに居
住する消費者 i ∈ I の効用関数 u(hia, (c

ji
a )j∈I)は，次

の Cobb-Douglas 型効用関数を用いる:

u(hia, (c
ji
a )j∈I) =

1−
∑
j∈I

µj

 ln
[
hia
]

+
∑
j∈I

µj ln
[
cjia
]
+ ln[Ba], (1)

ここで，Ba は地域 aのアメニティ水準を表す定数，hia
は地域 aの消費者 iの土地消費量，µi ∈ (0, 1]は消費
者の財 iへの支出割合を表す定数であり，∑i∈I µ

i < 1

が成立する．また，cjia は差別化された財 jの消費によ
り得られる地域 aの消費者 iの部分効用を表しており，
次の CES 関数により定義する:

cjia =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
qjiba(ν)

}σj−1

σj

dν

] σj

σj−1

. (2)

ここで，ν は財の種類 (バラエティ)を表すインデック
スであり，常にその種類が連続的かつ無限に存在する
と仮定するため，連続変数とする．また，qjiba(ν)は，地
域 aの消費者 iにより消費される，地域 bで生産された
財 j のバラエティ ν の消費量，njb は地域 bで生産され
た財 jの種類 (バラエティ)数，σj > 1 は財 jの代替の
弾力性である．
消費者の予算制約式は以下の通りとなる:

rah
i
a +

∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
ji
ba(ν) dν = yia. (3)

ここで，ra は地域 aの地代，yia は地域 aの消費者 iの
所得，pjba(ν)は地域 aの消費者により消費される，地域
bで生産された財 j のバラエティ ν の価格である．な
お，地域 aの消費者 iの所得は賃金所得と所得移転額
の和で与えられる．したがって，yia は地域 aの産業 i

の企業が支払う賃金 wi
a と，所得移転額 κia > 0により

2 この仮定を導入することから，本モデルを用いた分析では都市・
地域を単純に行政圏で定義するのではなく，都市雇用圏7) を用
いるべきであると考えられる．

表すことができる:

yia = wi
a +

κia
N i

a

. (4)

ここで，SCGEモデルに関する多くの研究と同様，所
得移転額は地域・産業毎の賃金収入と支出の差額によ
り与え，固定的であると仮定する．
効用最大化問題は，選好が財 j ∈ I 毎に分割可能で
あり，かつ財 j の部分効用関数 cjia が qjiba(ν)に関して
homothetic であるため，2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

min
(qjiba(ν))b∈A

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
ji
ba(ν) dν s.t. (2), (5a)

[上位問題]

max
hi
a,(c

ji
a )j∈I

1−
∑
j∈I

µj

 ln
[
hia
]
+
∑
j∈I

µj ln
[
cjia
]
+ ln[Ba]

(5b)

s.t. rah
i
a +

∑
j∈I

ρjac
ji
a = yia. (5c)

ここで，ρja は地域 aでの財 j の価格指数である:

ρja =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
pjba(ν)

}1−σj

dν

] 1

1−σj

. (6)

この効用最大化問題 (5)を解くことにより，土地の消費
量, 財 jの消費量が地代 ra,，価格 pjba(ν)，所得 yiaの関
数として，次のように導出される:

hia =

1−
∑
j∈I

µj

 yia
ra
, (7a)

cjia = µj y
i
a

ρja
, (7b)

qjiba(ν) =

{
pjba(ν)

ρja

}−σj

cjia . (7c)

(3) 企業行動
各地域・各産業の企業は，前述したように，Dixit and

Stiglitz 8)型の独占的競争を行う．すなわち，自由に参
入・撤退できると仮定した企業が，収穫逓増の技術によ
り差別化された財を生産する．具体的には，産業 i ∈ I
の企業 ν が財 iのバラエティ ν を生産するには，生産
要素 (労働・中間財の合成財)を固定的に γia単位と，生
産量 sia(ν)に応じて βi

as
i
a(ν)単位投入する必要がある:{

lia(ν)
}ηi

a
∏
j∈I

{zjia (ν)}α
ji
a = γia + βi

as
i
a(ν). (8)

ここで，lia(ν)は地域 aの産業 iの企業 ν が投入する労
働量，zjia (ν)は財 j の中間投入量，ηia, αji

a ∈ [0, 1] は，
各々，労働・中間財 j の投入割合を表すパラメータで
あり，ηia +

∑
j∈I α

ji
a = 1を満たす．この中間投入量

2
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zjia (ν)は，地域 bの企業 ν̃が生産する財 jの中間投入量
zjiba(ν̃, ν)を代替の弾力性 σj を用いて集計した次の関数
で定義する:

zjia (ν) =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
zjiba(ν̃, ν)

}σj−1

σj

dν̃

] σj

σj−1

. (9)

財 iの輸送には，氷塊費用の形をとる費用がかかる3．
すなわち，地域 aから bに 1単位の財 iを輸送すると，
最初の 1単位のうち 1/τ iab単位だけが実際に到着し，残
りは溶けてしまう (溶けた分が輸送費用) と考える．そ
のため，地域 aで生産された財 iの (労働者・企業の)

地域 bにおける需要量 xiab(ν)と供給量 sia(ν)との間に，
次の関係が成立する:

sia(ν) =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab(ν), (10a)

xiab(ν) =
∑
j∈I

qijab(ν)Nb,j +
∑
j∈I

∫ nj
b

0

zijab(ν, ν̃) dν̃.

(10b)

ここで，N i
b は地域 bの消費者 i (i.e., 地域 bの産業 iの

企業に労働を供給する消費者) の人数である．
地域 aの各産業 iの企業は，独占的競争を仮定してい

るため，地域 bの消費者 jの需要関数 qijab(ν)，他企業 ν̃か
らの需要関数 zijab(ν, ν̃)を所与として，自ら生産する財 i

の価格 piab(ν)と労働・中間財の投入量 lia(ν), {z
ji
ba(ν̃, ν)}

を設定する4．その利潤最大化行動は，次のように定式
化できる:

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),{zji

ba(ν̃,ν)}
πi
a(ν), s.t. (7c), (8), (9), (10).

(11)

ここで，πi
a(ν)は利潤を表し，収入から労働・中間財の

費用を引いた，以下の形で与えられる:

πi
a(ν) =

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)

− wi
al

i
a(ν)−

∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃.

(12)

この利潤最大化問題 (11)も，効用最大化問題と同様の
理由で次の 2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

min
{zji

ba(ν̃,ν)}

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃ s.t. (9),

(13a)

3 本稿では，単純なモデル構造・NEG との整合性を確保するため
に，輸送部門を導入せず氷塊費用を採用した．しかし，Tavasszy
et al. 9), 宮城 10) などにより，この設定にはいくつかの問題が
指摘されている．それゆえ，分析対象・内容に応じて，本モデル
に輸送部門を導入するなどの修正を加えることが重要であろう．

4 Dixit and Stiglitz 8) 型の独占的競争であるため，1 企業の価
格設定 piab(ν) が価格指数 ρia に与える影響は無視できる．

[上位問題]

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),{zji

a (ν)}

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)− wi

al
i
a(ν)−

∑
j∈I

ρjaz
ji
a (ν)

s.t. (7c), (8), (10), (14). (13b)

下位問題により，地域 bで生産される中間財の需要
zjiba(ν̃, ν)が与えられる:

zjiba(ν̃, ν) =

{
pjba(ν̃)

ρja

}−σj

zjia (ν). (14)

この需要関数を与件として上位問題を解くと，財 iの価
格 piab(ν)，中間要素の投入量 lia(ν), z

ji
a (ν)が次のように

得られる:

piab(ν) =
βi
aσ

i

σi − 1
τ iabϕ

i
a, (15a)

ϕia =

(
wi

a

ηia

)ηi
a ∏
j∈I

(
ρja

αji
a

)αji
a

, (15b)

lia(ν) =
ηia
wi

a

(
γia + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

)
ϕia, (15c)

zjia (ν) =
αji
a

ρja

(
γia + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

)
ϕia. (15d)

ここで，ϕia は生産要素の価格指数を表す．
この結果から明らかなように，財 iの価格 piab(ν)は財

iの種類 νに依存しない．したがって，qjib (ν), zijab(ν, ν̃),

zija (ν), sia(ν), l
i
a(ν)も，同様に，種類 ν, ν̃に依存しない．

そこで，以降では，ν, ν̃を省略し，piab, qjib , zijab, z
ij
a , sia,

liaと表記する．この結果から，財 i の価格指数 ρiaは次
のように与えられる:

ρia =

{∑
b∈A

∫ ni
b

0

(
piba
)1−σi

dν

} 1

1−σi

=

{∑
b∈A

nib

(
βi
bσ

i

σi − 1
τ ibaϕ

i
b

)1−σi} 1

1−σi

. (16)

以上の結果から，産業 iの企業の利潤 πi
aは，次のよ

うに表される:

πi
a =

βi
a

σi − 1
ϕias

i
a − γiaϕ

i
a. (17)

さらに，利潤ゼロ条件より，供給量 sia は，

sia =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab = (σi − 1)

γia
βi
a

(18)

となる．したがって，財 iを生産する企業による中間要
素投入量 γia + βi

as
i
a は，次の通り得られる:

γia + βi
as

i
a = σiγia. (19)

3. 均衡条件
SCGEモデルで用いる産業連関表等のデータは，“個
人や企業の財の取引量”ではなく，常に “地域内・地域

3
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間の総取引額”で与えられる．したがって，SCGEモデ
ルにより決定される多くの変数も，地域内・地域間の
総取引額として表現する必要がある．具体的には，地
域 aでの財 iの生産・需要量，地域 a, b間の財の輸送量
は，全て “量”ではなく “金額”により表す必要がある．
そこで，本節では，まず最初に，前章で示した SCGE

モデルから得られた “個人・一企業の取引量”を表す変
数を，“地域内・地域間の総取引額”を表す変数に変換
する．その後，それらの変数を用いて，労働・財 i ∈ I
の需給均衡条件を示す．

(1) 数量から取引額への変換
a) 消費者行動により得られる変数の変換
最初に，消費者行動により得られる変数を考える．こ

こでは，個人の消費量を表す変数を，地域全体の消費額
を表す変数へと変換する．より具体的には，地域 aの
消費者 iの土地・財 iの消費量を表す hia, c

ji
a , q

ji
ba を，

地域 aの消費者 i全体の土地・財 j の消費額 Hi
a, D

ji
a ,

djibaに変換する．そのために，式 (7c)が，次のように表
現できることに注目しよう:

rah
i
a =

1−
∑
j∈I

µj

 yia, (20a)

ρjac
ji
a = µjyia, (20b)

njbp
j
baq

j
ba,i =

(
pjba
ρja

)1−σj

njbρ
j
ac

ji
a . (20c)

全ての関係式は単一の消費者に関するものであるため，
両辺を N i

a 倍することで地域全体の取引額を表すこと
ができる:

Hi
a =

1−
∑
j∈I

µj

 yiaN
i
a, (21a)

Dji
a = µjyiaN

i
a, (21b)

djiba =

(
pjba
ρja

)1−σj

njbD
ji
a . (21c)

b) 企業行動により得られる変数の変換
次に，産業 iの企業行動により得られる変数を考えよ

う．ここでは，地域 a・産業 iの各企業の供給量 sia，労
働・財 jへの投入量 lia, z

ji
a , z

ji
baを，総生産額 Si

a，労働・
財 jへの総投入額W i

a,M
ji
a ,m

ji
baにより表現する．一企

業当たりの生産額 (i.e., 収入額), (14), (15), (19) は，∑
b∈A

piabx
i
ab =

βi
aσ

i

σi − 1
ϕias

i
a, (22a)

(γia + βi
as

i
a)ϕ

i
a = σiγiaϕ

i
a, (22b)

wi
al

i
a = ηia(γ

i
a + βi

as
i
a)ϕ

i
a, (22c)

ρjaz
ji
a = αji

a (γ
i
a + βi

as
i
a)ϕ

i
a, (22d)

njbp
j
baz

ji
ba =

(
pjba
ρja

)1−σj

njbρ
j
az

ji
a , (22e)

と表される．したがって，両辺を nia倍することで，次
の関係式が得られる:

Si
a = σiγian

i
aϕ

i
a, W i

a = ηiaS
i
a, (23a)

M ji
a = αji

a S
i
a, mji

ba =

(
pjba
ρja

)1−σj

njbM
ji
a . (23b)

(2) 均衡条件
前節では，数量を表す変数を取引額に関する変数に
変換した．そこで，本節では，取引額を表す変数を利
用した形で，モデルの均衡条件を定式化する．
本稿では，土地・財・労働市場は，消費者が居住地や
労働の供給先を変更できないほど短期間で均衡すると
仮定する．また，中期的には消費者は居住地を与件と
して労働の供給先を選択し，長期的には消費者は居住
地を選択すると考える．すなわち，均衡状態を，N i

a を
与件とした状況下で財・労働市場が均衡する “短期均衡
状態”，Na =

∑
i∈I N

i
a を与件として労働供給先選択均

衡条件を満たす “中期均衡状態”，消費者の居住地選択
均衡条件を満たす “長期均衡状態”の 3段階に分ける．
そこで，本節では短期・中期・長期の均衡条件を順に
示す．
なお，本モデルの変数は，全体でA+9AI +2AI2 +

2A2I2存在する: 地域 aの消費者 iの土地の最終需要額
Hi

a (AI 個)，地域 aの消費者 iの財 jの最終需要額Dji
a

(AI2個)，地域 aの消費者 iによる地域 bから輸送され
る財 jの最終需要額 djiba (A2I2個)，財 iの総供給額 Si

a

(AI個)，産業 iの企業の労働への総需要額W i
a (AI個)，

産業 iの企業の財 jへの中間需要額M ji
a (AI2個)，地域

bから aに輸送される財 j への中間需要額M ji
ba (A2I2

個)，産業 iに従事する消費者の賃金 wi
a (AI 個)，消費

者 iの所得 yia (AI 個)，地代 ra (A個)，財 iの価格指
数 ρia (AI 個)，産業 iの企業が投入する生産要素の価
格指数 ϕia (AI 個)，産業 iの企業数 nia (AI 個)，地域 a

の消費者 iの人口 N i
a (AI 個)．そこで，以降では，未

知変数分の短期・中期・長期均衡条件を示す．
a) 短期均衡条件
まず，各財・労働市場の均衡条件を示す．財・労働
市場に関する変数間の関係式は，前節で得られた条件
(4), (15b), (16), (21), (23)から，6AI +2AI2 +2A2I2

だけ与えられる:

Hi
a =

1−
∑
j∈I

µj

 yiaN
i
a, (24a)

ϕia =

(
wi

a

ηia

)ηi
a ∏
j∈I

(
ρja

αji
a

)αji
a

, (24b)
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図–1 主体間の労働・財 i ∈ I の取引関係の模式図 (矢印は財・サービスの流れる方向を表す)

ρia =

{∑
b∈A

nib
(
ψi
bτ

i
baϕ

i
b

)1−σi

}1/(1−σi)

, (24c)

Dji
a = µjyiaN

i
a, (24d)

djiba =

(
ψj
bτ

j
baϕ

j
b

ρja

)1−σj

njbD
ji
a , (24e)

W i
a = ηiaS

i
a, (24f)

yia = wi
a +

κia
N i

a

, (24g)

M ji
a = αji

a S
i
a, (24h)

mji
ba =

(
ψj
bτ

j
baϕ

j
b

ρja

)1−σj

njbM
ji
a , (24i)

Si
a = σiγian

i
aϕ

i
a. (24j)

ここで，ψj
b = βj

bσ
j/(σj − 1)である．そこで，以降で

は，条件 (24)に加えて短期均衡状態が満たす，(i.e., N i
a

に関する条件以外の) A+ 2AI の条件を示す．
各地域での土地の需給均衡条件
最初に，各地域の土地の需給均衡条件を考える．地

域 aの土地需要額は Hi
a，地代は ra で与えられる．さ

らに，各地域の土地はHa単位存在するため，この条件
は次で与えられる: ∑

i∈I
Hi

a = raHa. (25)

各地域での労働の需給均衡条件
次に，各地域の労働の需給均衡条件を示す．地域 a・

産業 iの労働需要額はW i
a，供給額は wi

aN
i
aとなる．し

たがって，この条件は以下で表される:

W i
a = wi

aN
i
a. (26)

各地域での財 iの需給均衡条件
均衡状態では，地域 aで生産する財 iの総供給額は，

財 iの最終需要額・中間需要額の合計と一致する:

Si
a =

∑
b∈A

∑
j∈I

(
dijab +mij

ab

)
. (27)

以上で示した短期均衡状態における主体間の労働・財
i ∈ I の取引関係は，図 1 に示すとおりである．なお，
図の実線の矢印は財，破線は労働の移動を表す．
間接効用関数
以上の条件を利用すると，地域 aの消費者 iの間接
効用関数が与えられる:

via = ln
[
yia
]
−

1−
∑
j∈I

µj

 ln

[∑
j∈I y

j
aN

j
a

Ha

]

−
∑
j∈I

µj ln
[
ρja
]
+ ln[Ba] + ζ. (28)

ここで，ζ =
∑

j∈I µ
j ln[µj ] である．

b) 中期均衡条件
次に，消費者の労働の供給先選択に関する中期均衡
条件を示す．地域 aの消費者 iは，より高い効用が得
られる労働の供給先を選択する．(28)から明らかなよ
うに，各地域において効用水準の高い産業は，所得 yia

の高い産業と一致する．したがって，中期均衡条件は
次のように表される: y∗a = yia if N i

a > 0

y∗a ≥ yia if N i
a = 0

∀a ∈ A, (29a)

Na =
∑
i∈I

N i
a ∀a ∈ A. (29b)

短期均衡条件で示したように，消費者の所得は yia =

wi
a + κia/N

i
aで与えられるため，N i

a = 0のとき所得 yia

が無限大になる．この事実と中期均衡条件 (29)より，
どの地域においても，全ての産業に労働者が存在し (i.e.,

N i
a > 0)，地域 aの消費者の所得は従事する産業に依ら
ず y∗aとなることがわかる．したがって，中期均衡状態
における地域 aの効用 v∗a は，以下で与えられる:

v∗a =

∑
j∈I

µj

 ln [y∗a]−

1−
∑
j∈I

µj

 ln

[
Na

Ha

]
−
∑
j∈I

µj ln
[
ρja
]
+ ln[Ba] + ζ. (30)
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c) 長期均衡条件
最後に，消費者の居住地域選択に関する長期均衡条

件を示す．地域 aの消費者 iは，より高い効用 v∗a が得
られる居住地 aを選択する．それゆえ，長期均衡状態
は次の条件を満たす状態である: v∗ = v∗a if Na > 0,

v∗ ≥ v∗a if Na = 0,
(31a)

N =
∑
i∈I

Na. (31b)

ここで，(30)より，Na = 0となる地域の効用水準が
無限大となることが確認できる．したがって，長期均
衡状態では，人口ゼロの地域は存在しない．

4. おわりに

本稿では，複数種類の産業が存在するQSEモデルを
構築するとともに，短期・中期・長期均衡条件を定式化
した．今後，単純な空間設定の下で均衡状態の性質を
明らかにするとともに，実空間を対象とした計量分析
に必要となるパラメータ設定法・数値計算法を整備す
る．これらの具体的な内容は，発表時に報告する予定
である．
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